
　日本公庫中小企業事業は、中小企業者が培ってきた技術・ノウハウ等の貴重な経営資源や雇用を喪失させない

ように、政策金融機関として、事業承継の円滑化を資金・情報の両面から支援しています。

【みらいへのバトン～共につなぐ事業承継～】

　お客さまに事業承継に対する自己診断を促すとと

もに、お客さまが自社の事業承継に係る課題と進

むべき方向性を公庫職員と共有するための提供用

冊子

【経営情報】
　お客さまに配付し事業承継の重要性を広く周知すると

ともに、最新の施策等を紹介するツール

〈バックナンバー〉
　No.408　事業引継ぎ支援センターをご活用ください

　No.411　�円滑な事業承継に向けて�

～早期取組み着手の重要性～

情報提供ツール

日本公庫中小企業事業の事業承継支援

事業承継支援の概要

事業承継に必要な
資金の融資

①経営者の意識喚起
②事業承継税制等の情報提供
③�Ｍ＆Ａニーズへのハンズオン
支援

④事業承継支援機関との連携

資金面の支援 情報面の支援

公庫版
公庫版
公庫版
公庫版・事業承継診断票

・事業承継診断票

・事業承継診断票

・事業承継診断票
Ｑ１Ｑ１Ｑ１Ｑ１

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

「事業承継」を具体的に検討していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ２Ｑ２Ｑ２Ｑ２

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

Ｑ１が「はい」の場合、「事業承継」の着手及び完了はいつ頃を予定していますか

【着手： 済 3年以内 5年以内
それ以降

】
【完了： 3年以内 5年以内 10年以内

それ以降
未定

】

Ｑ４Ｑ４Ｑ４Ｑ４

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

「事業承継」にあたり後継者候補は定まっていますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、それは誰か： 親族（続柄：
年齢：

）
従業員（年齢：

）
第三者（関係：

）
】

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ５Ｑ５Ｑ５Ｑ５

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

後継者候補に対し事業を承継する意思を伝えましたか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ６Ｑ６Ｑ６Ｑ６

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

後継者候補は事業を引き継ぐ意思を示していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、その理由：

】

Ｑ３Ｑ３Ｑ３Ｑ３ 「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

「事業承継」の実現に向け「事業承継計画」等の具体的な

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

スケジュールを策定していますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「いいえ」の場合、策定予定時期：

】

Ｑ７Ｑ７Ｑ７Ｑ７

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

「事業承継」の実現に向けた障害（課題）は何ですか（複数回答可）

【 後継者不在
資金調達

株式移転
従業員の理解

取引先の理解
税負担

個人債務・保証
その他

】

Ｑ８Ｑ８Ｑ８Ｑ８

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

Ｑ７の障害を乗り越えるために相談できる人がいますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、それは誰か： 親族
従業員

税理士・会計士
公的支援機関

金融機関
その他

】

Ｑ９Ｑ９Ｑ９Ｑ９

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

今後、事業を第三者に譲渡・売却する可能性はありますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、候補先の有無： あり（地域・業種等：

）

なし
】

ＱＱＱＱ10 貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

貴社の事業承継とは別に、今後、事業多角化などに向け、

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

第三者の事業を引き継ぐ可能性はありますか

はいはいはいはい
いいえ
いいえ
いいえ
いいえ

【「はい」の場合、候補先の有無： あり（地域・業種等：

）

なし
】

Ｑ１Ｑ１Ｑ１Ｑ１が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

が「いいえ」、Ｑ２で完了が「それ

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった

以降」又は「未定」となった場合、
場合、
場合、
場合、

Ｑ３Ｑ３Ｑ３Ｑ３が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった場合場合場合場合
Ｐ６へ
Ｐ６へ
Ｐ６へ
Ｐ６へ

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６

Ｑ４～Ｑ６のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

のいずれかが「いいえ」と

なった
なった
なった
なった場合場合場合場合

Ｐ７へ
Ｐ７へ
Ｐ７へ
Ｐ７へ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ７で障害（課題）があり、かつ

Ｑ８Ｑ８Ｑ８Ｑ８が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった

が「いいえ」となった場合場合場合場合 Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ

Ｑ９Ｑ９Ｑ９Ｑ９・Ｑ・Ｑ・Ｑ・Ｑ10101010のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった

のいずれかが「はい」となった場合場合場合場合
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ
Ｐ８へ

５

本票を用いて事業承継に対する進捗度合や不十分な点をご確認ください。

＜準備状況について＞

＜後継者について＞

＜課題認識について＞

＜Ｍ＆Ａについて＞

ステップ
ステップ
ステップ
ステップ１１１１

資料：中小企業庁「中小企業の事業承継に関する集中実施期間について（事業承継５ヶ年計画）」より

（注）法人（資産１億円以上）の経営者に対して行ったアンケート結果
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NO.411円滑な事業承継に向けて~早期取組み着手の重要性~

事業承継を取り巻く状況

　中小企業においては、65歳以上の経営者が全体の約４割を占めており、今後数年で多くの中小企業

が事業承継のタイミングを迎えると見られています。中小企業が自社のノウハウや取引先とのつながり、

従業員の雇用などを維持しながら、将来にわたって事業を継続していくためには、円滑な事業承継が不

可欠ですが、多くの企業でその準備が進んでいません。

　こうした状況において、中小企業庁は平成28年12月に中小企業・小規模事業者の円滑な事業承継を

実現するための指針である「事業承継ガイドライン」を10年ぶりに改訂するとともに、平成29年７月

には「事業承継５ヶ年計画」を策定しました。

　本号では、「事業承継ガイドライン」と「事業承継５ヶ年計画」の概要を踏まえ、円滑な事業承継に向

けた早期取組み着手の重要性と、事業承継を支援するための施策をご紹介します。

　平成７年に47歳であった中小企業経営者のボリュームゾーンは、平成27年には66歳となり、高

齢化が進行しています。そのため、今後数年の間に経営者の大量引退が予想されますが、下図の

とおり、過半の企業において事業承継の準備は進んでいません。

　事業承継は、後継者の育成期間も含めれば、準備開始から承継完了まで５〜 10年程度を要す

ることから、経営者の平均引退年齢が70歳前後であることを踏まえると、60歳頃には事業承継に

向けた準備に着手する必要があると言えます。

みらいへのバトン

～共につなぐ事業承継～

平成平成平成平成
30303030年
６月年６
月

年６
月

年６
月
初版初版初版初版

事業引継ぎ
支援センタ

ーをご活用
ください

　後継者不
在などで、

事業の存続
に悩みを抱

える中小企
業・小規模

事業者の方
の相談に対

応するため
、

全国47都
道府県に「

事業引継ぎ
※支援センタ

ー」が設置
されていま

す。国が「
事業引継ぎ

」を支援す
る

ことで、円
滑な事業の

バトンタッ
チをサポー

トし、次世
代への経営

資源のスム
ーズな承継

を促進して
い

こうとする
ものです。

　本号では
、この「事

業引継ぎ支
援センター

」の概要に
ついてご紹

介します。

　※会社を
Ｍ＆Ａによ

って外部の
会社に譲渡

することと
、事業を個

人に譲渡す
ることを合

わせて「事
業引継ぎ」

と呼びます
。

事業引継ぎ
支援センタ

ーとは

　事業引継
ぎ支援セン

ター（以下
「センター

」という）
は、後継者

のいない中
小企業・小

規模事業者
の「事業引

継ぎ」を支
援する国の

事業を実施
する機関で

す。具体的
には、登録

機関（セン
ターに登録

された仲介
者等）と連

携してＭ＆
Ａの支援を

行っていま
す。

2017.4.27

NO.408
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資金面の支援ステージごとの資金活用イメージ
■事業承継・集約・活性化支援資金

目　的
地域経済の産業活動の維持・発展のために、事業の譲渡、株式の譲渡、合併等により

経済的または社会的に有用な事業や企業を承継・集約化する中小企業者の資金調達の

円滑化を支援する。

主な貸付対象（※）

１〈事業承継計画関連〉

　　�中期的な事業承継を計画し、現経営者が後継者（候補者を含む）と共に事業承継

計画を策定している方

２〈事業承継関連〉

　　�安定的な経営権の確保等により、事業の承継・集約を行う方

３〈承継第二創業関連〉

　　�事業の承継・集約を契機に、新たに第二創業（経営多角化、事業転換）または新

たな取組みを図る方（第二創業または新たな取組み後、概ね５年以内の方を含む）

４〈代表者個人関連〉

　　�中小企業経営承継円滑化法に基づき認定を受けた中小企業者の代表者

資金使途 設備資金・長期運転資金

融資限度額 １貸付先：７億２千万円

融資期間
（据置期間）

設備資金　　　　20年以内（うち据置期間２年以内）

長期運転資金　　７年以内（うち据置期間２年以内）

融資利率

貸付対象１　特別利率①

貸付対象２　基準利率。ただし、一定の要件を満たす場合、特別利率①または②

貸付対象３　特別利率②

貸付対象４　�特別利率①（付加価値向上計画を作成し、同計画において新たな雇用が

見込まれる方は特別利率②）

なお、特別利率の適用は４億円まで（４億円超は基準利率）。上限利率は3.0％。

その他
資本性ローンの適用が可能（１貸付先３億円まで。融資利率は、成功判定に応じた所

定の利率が適用されます）

（※）他に「経営者個人保証免除関連」の貸付対象あり

ステージ 事業承継前 事業承継時 事業承継後（※１）

【貸付対象】
資金使途

【事業承継計画関連】
・�事業承継の準備のために必要な
資金

【事業承継関連】
・�Ｍ＆Ａの実施に必要な資金

【承継第二創業関連】
・�承継後の経営多角
化、事業転換に必
要な資金

【代表者個人関連】
・�承継円滑化法認定
を受けた企業の代
表者が必要な資金

事業承継前 事業承継時／安定的な経営権の確保 事業承継後

お客さまの

ニーズ

（例）

・�収益・財務基盤を強化したうえで、
後継者に事業を引き継ぎたい。

・�後継者のために、予め会社の資
産・負債関係を整理しておきたい。

・�後継者やそれを補佐する社員等
に対する教育を充実させたい。

・�事業のさらなる成長を図るため、
優れた技術力を持った企業を買

収したい。

・�分散した株式を会社に集約化し、
経営の安定性を高めたい。

・�将来的な株式分散を避けるため
に、持株会社に株式を集約したい。

・�先代の時代とは異なる事業にチャレンジし、
会社を大きく成長させたい。

・�分散した株式を代表者に集約化し、経営の
安定性を高めたい。

貸付対象

貸付利率
（※２）

事業承継計画関連（特別利率①）
⇒�現経営者が後継者（候補者を含

む）と共に事業承継計画を策定し

ている方が対象

事業承継関連
⇒�Ｍ＆Ａや株式・資産等の集約等、

事業の承継・集約を行う方が対象

貸付利率

　�基準利率。ただし、以下の場合

は特別利率①

・�付加価値向上計画を策定し、新
たな雇用が見込まれるＭ＆Ａ

・�後継者不在企業のＭ＆Ａ
（買収先が小規模事業者の場合

は特別利率②）

・�株主からの株式等の取得
・�持株会社による株式取得

承継第二創業関連（特別利率②）
⇒�事業承継後に新たな取組みを行う方が対象

代表者個人関連（特別利率①、②）
⇒�中小企業経営承継円滑化法第12条第１項

　�第１号の認定を受けた中小企業の代表者

が対象

想定される

資金使途

・�円滑な事業承継のための老朽化
設備更新資金

・�現経営者への債務返済資金
・�事業承継計画に基づく支払手形削
減等の財務健全化に必要な資金  等

・�Ｍ＆Ａ資金
・�自己株式や株主等が所有する事
業用資産の取得資金

・�持株会社による株式取得資金  等

・�新たな事業で必要となる設備資金や運転
資金

・�代表者による親族等からの株式買取資金  等

ポイント

・�貸付後５年以内の代表者交代見
込みが要件

・�事業承継計画に基づき必要となる
資金が対象

・�代表者交代見込みを必ずしも要件
としない。

〈承継第二創業関連〉

・�承継後５年以内に開始した新たな事業が
対象

〈代表者個人関連〉

・�対象となる個人が代表者に就任しているこ
とが要件

（※１）他に「経営者個人保証免除関連」あり
（※２）特別利率の適用は４億円まで（４億円超は基準利率）
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